
保険者機能強化アクションプラン（第5期）について

資料３
令和３年度第１回茨城支部評議会



１．保険者機能強化アクションプラン（第5期）のコンセプト

保険者機能強化アクションプラン（第5期）においても、協会けんぽの基本理念をこれまで以上に追求していく。

【基本使命】
保険者として、健康保険事業及び船員保険事業を行い、加入者の皆様の健康増進を図るとともに、良質かつ効率的な医療が
享受できるようにし、もって加入者及び事業主の皆様の利益の実現を図る。

【基本コンセプト】 ■ 加入者及び事業主の皆様の意見に基づく自主自律の運営
■ 加入者及び事業主の皆様の信頼が得られる公正で効率的な運営
■ 加入者及び事業主の皆様への質の高いサービスの提供
■ 被用者保険のセーフティネットとしての健全な財政運営

協会の基本理念

第5期の事業運営の３つの柱

保険者の基本的な役割として、
健全な財政運営を行うとともに、
加入者の加入手続き・資格管
理や医療費及び現金給付の審
査・支払などを迅速かつ適正に
行う。

 あわせて、不正受給対策などの
取組を強化することにより、協会
けんぽや医療保険制度に対する
信頼の維持・向上を図る。

 また、これらの取組を実現するた
めには、基本業務の効率化・簡
素化を徹底することが不可欠で
あり、不断の業務改革を推進す
る。

基盤的保険者機能関係
 基本的な役割を確実に果たした上で、より発
展的な機能を発揮することにより、「Ⅰ.加入
者の健康度の向上」、「Ⅱ.医療等の質や効
率性の向上」、「Ⅲ.医療費等の適正化」を
目指す。

 具体的には、事業主や関係団体等とも連携
して、特定健診・特定保健指導やコラボヘル
スなどの保健事業の充実・強化に取り組むと
ともに、加入者・事業主のヘルスリテラシーの
向上を図る。

 また、ジェネリック医薬品の使用促進や医療
費等のデータ分析に基づく意見発信・働きか
けなどにより、質が高く無駄のない医療を実現
するとともに、加入者が正しい情報に基づき適
切に行動できるよう、協会けんぽの活動や医
療保険制度等に関する理解の促進を図る。

基盤的保険者機能と戦略的
保険者機能の本格的な発揮
を確実なものとするため、人材
育成による組織力の強化を図
るとともに、標準人員に基づく
人的資源の最適配分や支部
業績評価による協会けんぽ全
体での取組の底上げなど、組
織基盤を強化していく。

戦略的保険者機能関係 組織・運営体制関係
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○ 人事制度の適正な運用と標準人員に基づく人員配置、人事評価制度の適正な運用

○ 本部機能及び本部支部間の連携の強化 【新】
○ 内部統制の強化 【新】
○ 次期システム構想【新】

２．保険者機能強化アクションプラン（第5期）における主な取組

（３）組織・運営体制関係

○ 健全な財政運営【新】
○ 現金給付の適正化の推進、効果的なレセプト内容点検の推進

○ 返納金債権発生防止のための保険証回収強化及び債権回収業務の推進

○ 業務改革の推進【新】

（１）基盤的保険者機能関係

＜特定健診・特定保健指導の推進等＞
○ 特定健診実施率、特定保健指導実施率の向上（健診当日の初回面談の推進、情報通信技術の特定保健指導への活用）

○ 事業者健診データの取得率向上に向けた新たな提供・運用スキームの確立 【新】

○ 特定保健指導の質の向上（アウトカム指標の検討、協会保健師等に係る人材育成プログラムの充実・強化など） 【新】

○ 健康教育(特に身体活動・運動や食生活・栄養)を通じた若年期からのヘルスリテラシーの向上 【新】

＜重症化予防の対策＞
○ 現役世代の循環器疾患の重症化予防対策として、ＬＤＬコレステロール値などの検査値等にも着目した受診勧奨の実施【新】

＜コラボヘルスの推進＞
○ 事業所カルテ・健康宣言のコンテンツ、健康宣言からフォローアップまでのプロセスの標準化など 【新】

○ 身体活動・運動に着目したポピュレーションアプローチ手法の確立や個別指導手法の検討 【新】

○ メンタルヘルスの予防対策の充実の検討【新】

＜医療費適正化、効率的な医療の実現等＞
○ ジェネリック医薬品の使用促進

○ 地域の医療提供体制への働きかけ
○ 医療保険制度の持続可能性の確保及び地域包括ケアの構築に向けた意見発信
○ 外部有識者を活用した調査研究の推進 【新】

＜インセンティブ制度＞
○ インセンティブ制度の着実な実施、実施状況の検証及び評価指標等の見直し 【新】

＜協会けんぽの活動等に対する加入者の理解促進＞
○ 広報資材の標準化やSNS等による効果的な広報の推進 【新】

（２）戦略的保険者機能関係
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３．保険者機能強化アクションプランに係るPDCAサイクル

● 保険者機能強化アクションプラン（第5期）にKPIを設定するとともに、各年度の事業計画において、単年度ごとのKPIを設
定し、毎年度KPIの達成状況を踏まえた改善を行う。

令和3年度（2021） 令和4年度（2022） 令和5年度（2023）

保険者機能強化
アクションプラン
（第5期）

事業計画

事業報告書

業績評価検討会
（厚生労働省）

■単年度の事業計画

■協会けんぽの３か年の中期的な運営方針

プラン終了時（３年後）
を見据えたKPI設定

■単年度の事業計画 ■単年度の事業計画

単年度のKPI設定 単年度のKPI設定 単年度のKPI設定

Plan

KPIの達成状況
について検証

Do

事業報告の内容を
中心とした第三者
評価

Check

KPIの達成状況
について検証

Action 事業報告の内容を
中心とした第三者
評価

プ
ラ
ン
期
間
全
体
の
評
価

評価結果を
事業計画

に反映して改善
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４．保険者機能強化アクションプラン（第5期）の6つの重点項目
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５．保険者機能強化アクションプラン（第5期）の6つの重点項目と茨城支部事業計画KPI

重点項目 第5期アクションプラン（※1）の
目標値（全国）

（令和5年度末時点）

茨城支部
事業計画 KPI
（令和3年度）

①健診・保健指導の推進

健診実施率：65％以上
生活習慣病予防健診実施率63.9％
事業者健診データ取得率9.6％
特定健診実施率35.0％

保健指導実施率：35％以上
被保険者特定保健指導36.4％
被扶養者特定保健指導10.0％

生活習慣病予防健診実施率を56.5％以上とする
事業者健診データ取得率を13.4％以上とする
被扶養者の特定健診実施率を31.5％以上とする

被保険者の特定保健指導実施率を24.7％以上とする
被扶養者の特定保健指導実施率を10.3％以上とする

②重症化予防 医療機関受診率13.1％以上
受診勧奨後３か月以内に医療機関を受診した者の割合を12.5％以上とする

③コラボヘルス（※2）
健康宣言事業所数
70,000事業所以上

健康宣言事業所数を800事業所以上とする

④ヘルスリテラシー（※3）の
向上

運動、食生活、健康づくりに取り組む
好事例の紹介

KPI設定なし

⑤医療費の適正化
ジェネリック医薬品使用率
全都道府県支部で80％以上

ジェネリック医薬品使用割合（※）を年度末時点で79.5％以上とする
※医科、DPC,歯科、調剤

⑥効率化によるサービスの
向上

傷病手当金、出産手当金等を申請
受付から10営業日以内に支払い

サービススタンダードの達成状況を100％とする

※1 アクションプラン ・・・協会けんぽの3年ごとの中期的な行動計画
※2 コラボヘルス ・・・保険者と事業者が積極的に連携し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、加入者の予防・健康づくりを

効率的・効果的に実行すること
※3 ヘルスリテラシー ・・・健康への意識を高くもち、積極的に自分から健康情報を取りに行き、健康維持のためにみずから行動する能力
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 特定健診実施率・事業者健診データ取得率の向上
国が示す協会けんぽの特定健診の実施率の目標値は、令和5年度末に65％である。なお、令和元年度実績は、52.6％となっている。
特定健診について、健診・保健指導カルテ等を活用して、実施率への影響が大きいと見込まれる事業所や業態等を選定し、重点的かつ
優先的に働きかけることで、効果的・効率的な受診勧奨を実施する。また、被扶養者の特定健診については、がん検診との同時実施な
ど地方自治体との連携を推進し、実施率の向上を図る。事業者健診データの取得について、事業主・健診機関・協会けんぽ（３者
間）での新たな提供・運用スキームを構築し、事業者健診データが健診機関を通じて確実に協会けんぽに提供されるよう、関係団体等
と連携した円滑な運用を図る。
■ KPI：① 生活習慣病予防健診実施率を63.9%以上とする

② 事業者健診データ取得率を9.6％以上とする
③ 被扶養者の特定健診実施率を35.0％以上とする

①健診・保健指導の推進

【令和3年度茨城支部事業計画】
○茨城県、茨城労働局、経済団体等の関係団体との一体的な広報連携を通じて、茨城県内に「健康経営」思想を広め、特定健診
実施率の向上、事業者健診データの取得率の向上を図る。
○特定健診実施率の向上に向けて、「健診・保健指導カルテ」等の活用により実施率への影響が大きいと見込まれる事業所や業態等
を選定し、重点的かつ優先的に働きかけることで、効果的・効率的な受診勧奨を行う。併せてナッジ理論等を活用した受診勧奨を行う。
○被扶養者の特定健診実施率の向上に向けて、市との協定締結を進めるなど地方自治体との連携を推進する。

【今後の課題】

• 生活習慣病予防健診実施率向上
• 事業者健診データ取得率向上
• 特定健診実施率向上

茨城支部の取り組み

６．保険者機能強化アクションプラン（第5期）と茨城支部の対応
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 特定保健指導の実施率及び質の向上
国が示す協会けんぽの特定保健指導の実施率の目標値は、令和5年度末に35％である。なお、令和元年度実績は17.7％となって
いる。特定保健指導について、引き続き、質を確保しつつ外部委託を積極的に推進するほか、情報通信技術を活用すること等により、
特定保健指導対象者の利便性の向上を図る。特定保健指導のアウトカム指標の検討や、協会保健師を対象とした保健事業の企画
立案能力等の向上に力点を置いた人材育成プログラムの策定、保健指導活動のマニュアル等の見直しなどにより、特定保健指導の一
層の質の向上等を図る。また、関係団体とも連携しつつ、健康教育（特に身体活動・運動や食生活・栄養）を通じた若年期からのヘル
スリテラシーの向上に取り組む。

■ KPI：① 被保険者の特定保健指導の実施率を36.4％以上とする
② 被扶養者の特定保健指導の実施率を10.0％以上とする

①健診・保健指導の推進

【令和3年度茨城支部事業計画】
○健診実施機関等への外部委託による特定保健指導の更なる推進を図り、健診、保健指導を一貫して行うことができるよう健診当日
の初回面談の実施を推進する。また、保健指導実施率への影響が大きいと見込まれる事業所等を選定し、重点的かつ優先的に保健
指導の利用勧奨を行う。併せて、情報通信技術を活用すること等により、特定保健指導対象者の更なる利便性の向上を図る。

【今後の課題】

• 被保険者の特定保健指導実施率向上

• 被扶養者の特定保健指導実施率向上

茨城支部の取り組み

７．保険者機能強化アクションプラン（第5期）と茨城支部の対応
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 重症化予防対策の推進
従来のメタボリックシンドローム対策としての未治療者への受診勧奨を確実に実施するとともに、現役世代の循環器疾患の重症化予防
対策として、ＬＤＬコレステロール値など血圧値や血糖値以外の検査値等にも着目した受診勧奨の必要性を検討のうえ実施する。
また、糖尿病性腎症重症化予防事業について、これまでの取組の効果を検証し、引き続き、かかりつけ医等と連携した取組を効果的
に実施する。

■ KPI：受診勧奨後３か月以内に医療機関を受診した者の割合を13.1％以上とする

【令和3年度茨城支部事業計画】
○生活習慣病の重症化を防ぎ、医療費適正化及びＱＯＬの維持を図るため、健診の結果、要治療域と判定されながら治療していな
い者に対して、確実に医療に繋げるべく、受診勧奨を確実に実施する。
○茨城県・茨城県医師会・保険者協議会と連携し、茨城県糖尿病性腎症重症化予防プログラムに参加し、慢性腎臓病（ＣＫＤ）
を予防する。また、かかりつけ医との連携等による糖尿病の重症化予防に取り組む。

【今後の課題】

• 未治療者の受診勧奨後医療機関受診率の向上

• 糖尿病性腎症の重症化予防

茨城支部の取り組み

②重症化予防

８．保険者機能強化アクションプラン（第5期）と茨城支部の対応
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 健康経営（コラボヘルス）の推進
平成29年度から実施している健康宣言は、第1期・第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の柱の一つであるコラボヘルスの
中心的・代表的な取組みとなっている。健康宣言について、宣言からフォローアップまでのプロセス（どのような手順で行うか）及びコンテン
ツ（何を行うか）の観点から、宣言項目として必ず盛り込む内容や、事業所カルテに示すべき項目等の標準化を図り、家族を含めた事
業所における健康づくりを推進するため、協会けんぽによる事業所支援等を拡充する。
今後、40歳未満も含めた全ての事業者健診データの保険者による保有・活用が求められるようになることも見据えて、事業所と連携し
た取組等（身体活動・運動に着目したポピュレーションアプローチの手法の確立や個別指導手法の検討）を行う。また、事業所等と連
携したメンタルヘルス予防対策を促進するため、効果的な予防対策等を検討のうえ実施する。

■ KPI：健康宣言事業所数を70,000事業所以上とする。

【令和3年度茨城支部事業計画】
○健康宣言事業所数の更なる拡大を図るとともに、家族を含めた事業所における健康づくりを推進するため、協会けんぽによる事業所
支援等を拡充する。
○事業所単位での健康・医療データの提供について、事業所健康度診断シート（事業所カルテ）を活用し、事業所の健康課題把握
を促す。
○健康教育（身体活動・運動や食生活・栄養）を通じた若年期からのヘルスリテラシー向上を図るため、新たなポピュレーションアプロー
チについて検討する。
○保険者として、事業所等と連携したメンタルヘルス予防対策の推進に努める。

【今後の課題】

• 健康経営に取り組む事業所数の増加
• 健康経営の取り組み支援の拡充

茨城支部の取り組み

③コラボヘルス

９．保険者機能強化アクションプラン（第5期）と茨城支部の対応
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進
協会けんぽの運営の持続可能性を維持するためには、前提として、協会けんぽの存在意義や取組内容を、加入者・事業主に十分理
解していただくことが必要である。協会けんぽは、健保組合のように単一の事業主と従業員という構造になく、また、事業所数が約230万、
加入者数が約4千万人と広報の対象が非常に多いため、事業主及び加入者に効果的に情報をお届けすることが必要である。このため、
「①協会の概要・財政状況」「②申請手続き」「③医療費適正化への取組」とともに、「④健康づくり」を主な広報テーマとし、全支部で広
報すべきコンテンツに関する広報資材の標準化やＳＮＳ等による効果的な広報手法を検討し、広報ツールを作成する。その上で、ツール
を活用し、事業主や加入者等と接する様々なタイミングで広報を行う。さらに、加入者に身近な健康保険委員を活用した広報も重要で
あることから、積極的に委嘱拡大に向けた取組を強化するとともに、健康保険委員活動の活性化を図るための研修や広報誌を通じた情
報提供の充実を図る。

【令和3年度茨城支部事業計画】
○加入者の視点に立った広報を行うため、広報委員会の毎月開催により広報内容を協議し、効果的な発信に努めるとともに、広報分
野におけるＰＤＣＡサイクルを適切に回し、加入者を対象とした理解度調査の結果を踏まえて広報計画を策定する。
○保健事業や医療費適正化など保険者機能を発揮した協会の取組や、地域ごとの医療提供体制や健診受診率等を視覚的にわかり
やすくした情報について、加入者・事業主や関係機関等、更には県民一般に広く理解していただくため、積極的な情報発信を行う。
○ナッジ理論等を活用したリーフレットやチラシを作成し、特定健診等の効果的な受診勧奨を行う。
○加入者を含めより幅広く情報発信するためyoutube等の動画を活用し、地域の実情や時節柄等に応じた広報を行う。

【今後の課題】

• 協会けんぽの認知度向上
• 効果的な広報の戦略的実施

茨城支部の取り組み

④ヘルスリテラシーの向上

１０．保険者機能強化アクションプラン（第5期）と茨城支部の対応
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 ジェネリック医薬品の使用促進
協会けんぽのジェネリック医薬品使用割合は、令和２年３月診療分で78.7％となっており、支部間格差も縮小してきているものの、

依然として大きな格差（最大18.2％）がある。支部間格差を解消するため、協会で作成した「ジェネリックカルテ」及び「データブック」によ
り協会全体及び支部ごとに重点的に取り組むべき課題（阻害要因）を明確にし、対策の優先順位を付けて取り組むとともに、協会で作
成した「医療機関・薬局向け見える化ツール」及び「医薬品実績リスト」等を活用して、支部における個別の医療機関・薬局に対する働き
かけを強化する。また、本部において、重点的に取り組むべき支部を特定し、バックアップする。加えて、本部及び支部において、都道府県
や日本薬剤師会、他の保険者等と連携した取組を実施する。また、加入者にジェネリック医薬品を正しく理解していただけるよう、ジェネ
リック医薬品軽減額通知や希望シールの配布、イベント・セミナーの開催などにも着実に取り組む。さらに、ジェネリック医薬品の使用促進
に向けて、医療保険制度や診療報酬上の課題等について、国の審議会等において積極的に意見発信する。

■ KPI：全支部において、ジェネリック医薬品使用割合(※)を80％以上とする。ただし、ジェネリック医薬品使用割合が80％以上の支
部については、年度末時点で対前年度以上とする。※医科、DPC、歯科、調剤

【令和3年度茨城支部事業計画】
○ジェネリック医薬品の使用促進（更なる数量ベースの引上げ）により、医療費の適正化を図る。
（課題の分析、医療機関・薬局への働きかけ、加入者への働きかけ 等）

【今後の課題】

• ジェネリック医薬品使用割合の向上
• 茨城県全体でのジェネリック医薬品使用割合80％達成に向けた取り組み
• 年齢別使用割合が低い若年層の対策
• 医療機関、薬局への効果的な使用促進
• 加入者への効果的な広報、使用促進

茨城支部の取り組み

⑤医療費の適正化

１１．保険者機能強化アクションプラン（第5期）と茨城支部の対応
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【保険者機能強化アクションプラン（第5期）】 サービス水準の向上
現金給付の申請受付から給付金の支払いまでの期間について、サービス スタンダードとして全支部で標準的な処理期間を設定し、加
入者への迅速な給付を行う。
加入者・事業主の利便性の向上や負担軽減の観点から、郵送による申請を促進する。
お客様満足度調査、お客様の声に基づく加入者・事業主の意見や苦情等から協会の課題を見いだし、迅速に対応する。

■ KPI：① サービススタンダードの達成状況を100％とする
② 現金給付等の申請に係る郵送化率を96％以上とする

【令和3年度茨城支部事業計画】
○現金給付の申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダード：１０日間）を遵守する。
○加入者・事業主の利便性の向上や負担軽減の観点から、郵送による申請を促進する。
○お客様満足度調査、お客様の声に基づく加入者・事業主の意見や苦情等から協会の課題を見いだし、迅速に対応する。

【今後の課題】

• サービス水準の向上
• 広報による制度や郵送申請の周知
• 窓口応対、電話応対の質の向上

茨城支部の取り組み

⑥効率化によるサービスの向上

１２．保険者機能強化アクションプラン（第5期）を踏まえた茨城支部の対応



マイナンバーカードの健康保険証利用

【現状】

〇 国のオンライン資格確認については、令和３年３月の開始に向け、医療保険者等関係機関において、
システム改修及びデータ移行等を実施してきたところである。

〇 しかしながら、医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入予定施設数については、
令和３年１月３日時点で48,866施設（21.4%）にとどまっている。（目標：令和３年３月時点で６割程度）

〇 また、マイナンバーカードの保険証利用の申込みについても、令和３年１月３日時点で、2,097,589
件（マイナンバーカード交付枚数の6.8%）にとどまっている。

〇 こうした状況を踏まえ、厚生労働省においては、マイナンバーカードの保険証利用の普及に向け、
「医療機関等への更なる導入支援」、「マイナンバーカードの保険証利用申込の更なる促進」等の
『加速化プラン』を実行している。

保険者においても、「保険者におけるマイナンバーカードの取得促進策等（令和元年9月3日デ

ジタル・ガバメント閣僚会議にて公表）」等に基づき、国が進めるマイナンバーカードの健康保険
証としての利用の推進に協力することが求められていた。

しかしながら、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を利用する際の個人認証手数料の
費用負担のあり方が決定していなかったため、これまで協会としては広報を実施してこなかった
ところである。

今般、令和３年度予算案（令和２年12月21日閣議決定）において、個人認証手数料を国が負担

することとなったため、今後、協会としても加入者及び事業主に対し、マイナンバーカードの健康
保険証利用に関する広報を実施していく。
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令和3年1月26日
第109回全国健康保険協会運営委員会資料8



マイナンバーカードの健康保険証利用のメリット

【メリット】

① 顔認証で自動化された受付
 顔認証で、本人確認と保険資格の確認が一度に実施可能
 自動受付で人との接触も最小限

② 正確なデータに基づく診療・薬の処方が受けられる
 過去の薬や特定健診等のデータが自動で連携されるため、口頭で説明する必要がない

 自分の体についてのデータを見たうえで診察・薬の処方をしてもらえることで、より良い医療が受け
られる

 旅行先や災害時でも、薬の情報等が連携される
③ 窓口での限度額以上の医療費の一時支払いが不要

 受付で同意確認後、オンライン資格確認等システムより限度額適用認定証等情報を取得
（限度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証、特定疾病療養受療証に関する情報）

④ 特定健診や薬の情報をマイナポータルで一括管理
 マイナポータルで処方された薬の情報をいつでも見られる
 特定健診等情報の自分の体に関わる知っておくべき情報を、いつでもどこでも確認できる

⑤ マイナポータルからe-TAXに連携し、確定申告が簡単に
 医療費の領収書を管理しなくとも、マイナポータルで医療費通知情報を管理可能
 マイナポータルからe-TAXに情報連携できるから、オンラインで完結！

⑥ 転職・結婚等のライフイベント後、保険証発効前でも受診できます

 新しい医療保険者への手続済であれば、健康保険証が未発行であっても、マイナンバーカードで受
診可能

 医療費は、自己負担額のみの支払い

14出典：厚生労働省「マイナンバーカードの健康保険証利用が始まります～病院・歯科医院・薬局で利用可能～」

通院においても、その他の場面でもマイナンバーカードの健康保険証利用で便利になります。



国のオンライン資格確認等に関するスケジュール

令和3年3月26日
第142回社会保障審議会医療保険部会資料

国のオンライン資格確認に係るスケジュールは下記の通りであり、令和3年10月からの本格運用が予定されている。

参考
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医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入準備状況 参考
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令和3年3月26日
第142回社会保障審議会医療保険部会資料



医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入準備状況 参考
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令和3年3月26日
第142回社会保障審議会医療保険部会資料



医療機関・薬局におけるオンライン資格確認システムの導入準備状況 参考
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令和3年3月26日
第142回社会保障審議会医療保険部会資料



マイナンバーカードの保険証利用の普及に向けた「加速化プランについて」

19

参考

令和２年10月30日 閣議後記者会見にて厚生労働大臣発表
令和２年12月23日 第138回社会保障審議会医療保険部会 資料３

令和3年1月26日
第109回全国健康保険協会運営委員会資料8
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全国健康保険協会におけるマイナンバーカード取得促進策等
（令和元年9月3日 デジタル・ガバメント閣僚会議資料より一部抜粋）

参考

令和3年1月26日
第109回全国健康保険協会運営委員会資料8
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オンライン資格確認稼働後の医療機関等を利用する流れについて 参考
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令和3年3月4日
第141回社会保障審議会医療保険部会 資料2



マイナンバーカードの健康保険証利用の申込みについて 参考
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令和3年3月4日
第141回社会保障審議会医療保険部会 資料2



政府から提供された広報資材 参考
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